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◯18 番（松野 隆）登壇 公明党の松野隆でございます。本日４人目の登壇でありまして、

久しぶりの登壇で緊張しておりますが、しばらくの間おつき合いいただきますよう、よろし

くお願い申し上げます。 

 私は公明党福岡市議団を代表し、アイランドシティ・未来フォーラムについて、及び介護

保険における本市施策について、以上２点についてお尋ねしてまいります。当局の明快なる

答弁に期待いたします。 

 初めに、アイランドシティ・未来フォーラムについてです。 

 現在、国内はＴＰＰ参加の是非をめぐる議論で二分しております。あいまいもことした憶

測や、国民への情報不足による二者択一は、大変難しい選択であります。しかし、いずれに

せよその背景には、日本や日本の産業が置かれた大変厳しい状況を何とか打破したいとの

共通した切実な思いがあることは間違いありません。長引く不況、円高、本格化が進まない

震災復興やタイの洪水、ユーロ危機、さらに電力の安定供給問題など、バブル崩壊以降、こ

れほど日本の産業を取り巻く環境が厳しい時代はありません。 

 そんな状況に追い打ちをかけるように、過日、東芝北九州工場閉鎖との大変ショックな記

事が各紙の１面を大きく飾りました。進展著しいアジア経済の一員として、今、各自治体が

さまざまな成長戦略やシティプロモーションに取り組み、企業は企業で生き残りをかけ、戦

略の転換を余儀なくされる中、いわゆる産業の空洞化の加速度的進展を予測される東芝北

九州工場の閉鎖は、本市や各都市にとりましても、これまでの事業転換を迫られるような大

変大きな出来事であります。 

 さて、本年７月、高島市長はアイランドシティ事業推進のために、第三者委員会アイラン

ドシティ・未来フォーラムを設置されました。これまでも議会や委員会を通じ、議員がさま

ざまな意見や問題提起をしてまいりましたが、今回どのようなねらいがありフォーラムを

設置することにしたのか。設置目的、構成、検討内容についてお示しください。 

 発足以来６回の開催を経て、未来フォーラムは提言書をまとめられ、過日、高島市長に提

出されました。 

 そこで、お尋ねしますが、今回の提言内容の概要についてお答えください。 

 また、フォーラムでは、委員からさまざまな意見や課題が出されましたが、どのように評

価しているのか、所見を求めます。 

 次に、介護保険における本市施策についてです。 

 かつて地域のウオーキングクラブで市内を散策した折、会員の先輩方との会話に花が咲

きました。話題はやはり行政についてです。これは実際にあった会話です。「あの介護保険

料くさ、高かね、あれどげんかならんとね」「そうですね、健康保険料も介護保険料も高い

ですよね」とお答えすると、「健康保険はどげんでもよかって。問題は介護保険たい」と意

外なお答えでした。その後、かんかんがくがくと議論が出るほど、市民は介護保険制度に多



くの御意見と御関心をお持ちなのだと思いました。その後も多くの方々から介護保険料に

ついて同様の御意見をいただいております。 

 そこで、今回は介護保険制度の本市の施策についてお聞きしてまいります。 

 初めに、介護保険制度について、主に制度利用の観点から概略を御説明ください。 

 次に、本市における高齢化率と政令市の位置づけ、要支援１から要介護５に至る各段階の

対象人口と、認定を受けていないお元気な第１号被保険者の人口及びそれぞれの全体に占

める割合について、直近のデータでお示しください。 

 お元気か、比較的お元気な第１号被保険者を対象に行われている事業にはどのようなも

のがありますか。事業内容についてお示しください。 

 さて、平成 24 年度から向こう３年間の、介護保険法に基づく第５期介護保険事業計画を

含む高齢者保健福祉計画の本市策定が進められております。第５期計画における事業の特

徴についてお答えください。 

 また、平成 22 年度に行われた、本市高齢者実態調査の概要について、また、その高齢者

実態調査の結果について、第５期介護保険事業計画を含む高齢者保健福祉計画に何をどう

反映するのか、代表的な事例についてお示しください。 

 次に、介護保険料についてお尋ねします。 

 介護保険料基準額における過去４期分の保険料の推移並びに第４期の本市介護保険料の

全政令市中の位置づけと、第５期の見込み額及び第４期と比較しての増減、さらに、これま

で保険料軽減のためにとられた方策と、今後の方向性についてお答えください。 

 以上で１回目の質問を終わり、２回目以降は自席にて質問させていただきます。 

◯副議長（大石修二） 貞刈総務企画局長。 

◯総務企画局長（貞刈厚仁） アイランドシティ・未来フォーラムのねらい等についてのお

ただしでございますが、福岡市の都市戦略上重要な事業であるアイランドシティ整備事業

につきましては、平成 20 年のリーマンショック以降の厳しい経済状況や、企業ニーズが変

わってくる中で、事業を円滑に計画どおり進めることが厳しくなっております。そのため、

アイランドシティにおける事業の意義や効果、事業推進方策に関し、行政のみならず、市民

や企業等の皆様を含めて理解や共感を得るとともに、これまでの考え方にとらわれること

なく、新たな取り組みについて広く御意見をいただくことを目的として、市民委員を初め、

産業界、学識経験者及び行政機関の中から 17 名の方に委員に御就任いただき、アイランド

シティ・未来フォーラムを設置したものでございます。 

 フォーラムにおいては、まちの魅力の向上やまちづくりを先導するために、どのような都

市機能やプロジェクトが必要なのか、厳しい経済情勢や土地所有に対する意識が変化して

いる中で、企業等のニーズに対応した立地促進策とはどのようなものなのか、アイランドシ

ティ事業に関する市民、企業等の理解促進策として、どのような方策が有効なのかなどにつ

いて、多面的に御検討いただいたものでございます。以上でございます。 

◯副議長（大石修二） 松本港湾局長。 



◯港湾局長（松本友行） アイランドシティ・未来フォーラムの提言の内容についてでござ

いますが、提言の基本的な考え方といたしまして、景気低迷が長引く中、厳しい財政状況下

に置かれております福岡市が今後も持続的に発展していくためにはどうすればよいかとい

う観点から提言がなされたものでございます。福岡市の持続的な発展のためには、選択と集

中によります効果的な先行投資により、都市の魅力や拠点性を高め、次世代の資産をつくり

出す好循環の政策への転換が必要であるとしまして、福岡市全体を好循環に導くための先

導的な役割となり得るアイランドシティを、エンジンとして位置づけ、アイランドシティの

強みを生かし、民間活力を積極的に引き出しながら、新たな拠点としての港づくり、まちづ

くりを推進していく必要があるとされております。 

 その上で、洗練されたアジアを全体テーマに、アジア・世界とつながる拠点、人材育成の

場やスマートコミュニティなど、７つの未来像を掲げ、これらの未来像の実現に向けた４つ

の方針と、土地利用促進策の投入や効果的な公共投資など、方針に基づく具体的な４つの戦

略が体系的に整理されております。 

 また、フォーラムについての市の評価でございますが、まず、フォーラムでの議論を通じ

て、アイランドシティの強み、あるいは課題などを多くの市民の方々へ発信できたと考えて

おります。 

 また、提言では、アイランドシティを福岡市の発展への好循環を生み出すエンジンと位置

づけるとともに、今後、アジアの大都市が直面する諸問題への対応策を先導的に展開するフ

ィールドとして洗練されたアジアを目指すべきとしたことは、アジアのリーダー都市を目

指す福岡市の方向性とも一致するものと考えております。以上でございます。 

◯副議長（大石修二） 井崎保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（井崎 進） 介護保険制度についてお答えいたします。 

 まず、介護保険制度の概略でございます。介護保険制度は、介護を要する状態となっても、

できる限り自宅で自立した日常生活を営めるように、必要な介護サービスを総合的、一体的

に提供する仕組みでございます。介護保険サービスの利用に当たりましては、要介護認定を

受けて、要支援、要介護状態と認定された人は、介護保険サービスを利用することができま

す。 

 サービス種別として、在宅サービスと施設・居住系サービスがございますが、サービスを

利用されましたら、原則として費用の９割は保険から給付され、１割を自己負担していただ

くこととなります。 

 また、在宅サービスにつきましては、要介護度別に１カ月に介護保険で利用できる上限額

が定められております。なお、要支援、要介護状態となることを予防するとともに、要介護

状態となった場合にも、可能な限り地域において自立した日常生活を営むことができるよ

う支援するためのサービスとして、地域支援事業も実施いたしております。 

 次に、福岡市の高齢化率でございますが、平成 23 年３月末現在で 17.3％となっており、

19 政令市中２番目に低い状況でございます。 



 また、要介護認定の状況につきましては、平成 23 年 10 月末現在で、65 歳以上の第１号

被保険者が 25 万 2,389 人のところ、要支援１が 9,507 人で、第１号被保険者に占める割合

は 3.8％でございます。以下同様に、要支援２が 6,483 人で 2.6％、要介護１が 9,389 人で

3.7％、要介護２が 8,167 人で 3.2％、要介護３が 5,956 人で 2.4％、要介護４が 5,491 人で

2.2％、要介護５が 5,140 人で 2.0％となっております。認定を受けていない人は 20 万 2,256

人で、80.1％となっております。 

 次に、元気か、比較的元気な第１号被保険者を対象とした事業といたしましては、スポー

ツ、レクリエーションや転倒予防、認知症予防、栄養指導などの生きがいと健康づくり事業

や、老人福祉センターなどで実施している文化活動などを通じた社会参加の推進を図る高

齢者創作講座、老人教室などがございます。 

 また、比較的元気ではあるものの、要支援や要介護状態となるおそれのある高齢者を対象

とした事業で、要介護状態となることを予防する目的で、運動機能向上や栄養改善、口腔機

能向上を図る介護予防教室を医療機関やスポーツジムなどで実施いたしているところでご

ざいます。 

 さらに、外出が困難な方には、保健福祉センターより保健師や健康運動指導士、栄養士な

どが訪問して訪問運動生活支援を実施しており、身体機能の向上を図るよう支援いたして

いるところでございます。 

 次に、次期福岡市高齢者保健福祉計画の特徴といたしましては、本格的な高齢社会に向け

て、特に社会参加活動への支援、健康づくり、介護予防の推進、認知症高齢者の支援体制の

充実、地域生活支援体制の充実について、重点的に推進することといたしております。 

 また、平成 22 年度に行った福岡市高齢者実態調査につきましては、福岡市に在住する 60

歳以上の方を対象に、高齢者の保健福祉に関するニーズや意識を把握するなど、次期計画の

策定に活用することを目的に調査を行ったところでございます。 

 この実態調査の結果を受け、次期計画に反映した代表的な事例といたしましては、高齢者

施策の充実に向けた行政への要望に関しまして、自宅に住みながら受ける介護サービス

43.4％、寝たきりや認知症、ひとり暮らしなど、援護を必要とする人への施策 39.5％、施設

に入居して受ける介護保険サービス 23.7％が上位となっております。このことから、次期

計画におきましては、取り組みの視点の一つとして、要援護高齢者の総合支援の充実を掲げ、

住みなれた家庭や地域で生活を続けられるよう、在宅での自立支援や、在宅での生活が困難

な高齢者に対する施設・居住系サービスの充実などに取り組むことといたしております。 

 次に、介護保険料基準額における第４期分の保険料の推移等についてでございます。 

 介護保険料基準額につきましては、月額で平成 13 年度からの第１期が 3,290 円、平成 15

年度からの第２期が 3,586 円、平成 18 年度からの第３期が 4,494 円となっております。平

成 21 年度からの第４期につきましては 4,494 円で、19 政令市中、高いほうから９番目とな

っております。 

 平成 24 年度からの第５期につきましては、国において介護報酬の改定に関する議論が進



められていることや、新設する保険料、所得段階等の乗率が未定であることなどにより確定

に至っておりませんが、財政安定化基金及び介護給付費準備基金の活用による保険料軽減

前で、現時点での見込みが 5,500 円程度となっており、第４期と比較して 1,000 円程度増額

する見込みとなっております。 

 これまでの保険料軽減の取り組みにつきましては、第３期に本人課税層の保険料所得段

階を多段階化して保険料基準額の軽減を行い、第４期では介護給付費準備基金を活用して、

保険料基準額を第３期と同額といたしております。 

 第５期につきましては、保険料所得段階のさらなる多段階化と、低所得者などへの配慮と

して、保険料算定に係る乗率の引き下げを実施するとともに、財政安定化基金及び介護給付

費準備基金の活用について考えているところでございます。以上でございます。 

◯副議長（大石修二） 松野隆議員。 

◯18 番（松野 隆） まず、アイランドシティについてです。 

 今後、本市は未来フォーラムの提言を受け、どのような考え方で事業を実施することにな

るのか、個別にお聞きしてまいりたいと思います。 

 提言では、高い税収見込みがある事業への選択と集中、さらにシーサイドももちを例に挙

げ、20 年後には年間約 70 億円の市税収入が見込まれるための効果的な先行投資とありま

すが、本当にそうなるのでしょうか。 

 まず、今回の提言の根幹とも言うべき、事業用定期借地方式導入についてお尋ねします。 

 提言では、土地需要の高まりへの対応とありますが、定期借地の需要について、現状をど

うお考えか、お尋ねします。 

 そもそも土地売却を前提として進められた事業計画が、定期借地方式を導入することに

より大幅な計画変更が必要となると予想されます。現況の収支計画も、リーマンショック以

降の経済の悪化により当初から大分変化しているのではないでしょうか。未来フォーラム

の提言を受け、定期借地方式を導入した場合の影響は、大変気がかりなところです。 

 そこで、収支計画の現況に対する所見を求めます。また、定期借地方式による契約年数の

設定をおおむね 15 年から 20 年ぐらいと仮定し、仮に単年度収益が減少した場合、借金の

返済はどうするのか、お示しください。また、一般会計を借金返済に用いるのか、お答えく

ださい。 

 今、企業にとってコスト削減は至上命題です。よほどの好材料がそろわなければ、将来に

向け国内での投資判断は非常に困難な状況であり、今後、立地交付金を拡充したとしても、

当面必要な安定的なランニングコストの軽減からすると、他都市と比較し、アイランドシテ

ィ立地を決定づける材料としては十分とは言えません。 

 提言には、本社機能の積極的誘致も含まれており、それにはさらなるインセンティブ強化

策がぜひとも必要であると思います。現在どのような検討が行われているのか、お示しくだ

さい。 

 また、企業誘致を促進するインセンティブの具体的な方策として、提言の中で、固定資産



税など税負担の軽減措置が提案されておりますが、これに対し本市がどう考えているのか、

御所見を求めます。 

 今後、港湾機能の向上や環境最先端のまちづくりなど、魅力あるまちづくりによる企業誘

致は不可欠であります。現在、福岡県、北九州市とともに、本市はグリーンアジア国際戦略

総合特区を申請されておりますが、見通しと特区認定に伴う規制緩和等、新たなメリットに

ついて御説明ください。 

 また、未来フォーラムの委員からも、魅力あるまちづくりに関し、ＬＲＴの導入やスポー

ツ施設の立地など具体的な提案が示されましたが、これらについて、新年度に優先的に取り

組む事業の有無及び検討状況についてお答えください。 

 次に、これも先日一部マスコミで報道されましたが、野鳥公園について、これまでも公明

党は同僚議員が何度も質問し、早期整備を強く求めてまいりました。海外の事例に照らしな

がら、野鳥の希少種が飛来する国内でも貴重な場所として本市の野鳥公園を存在させるこ

とが、ひいては観光集客にもつながると、整備手法について訴え続けてまいりました。多額

の事業費をかけた見ばえのよい公園よりも、地盤改良事業の進捗にあわせた公園整備がよ

り現実的であります。そのためにも、大学関係者やＮＰＯ等民間団体の方々からも御意見と

お力添えを賜るための協議会を早期に立ち上げ、議論すべきであると重ねて主張いたしま

す。 

 今後の野鳥公園の整備内容について、改めて整備方針についてお答えください。 

 次に、介護保険についてです。 

 これまで公明党は、介護保険制度のインセンティブ施策として、介護支援ボランティア制

度の実施を訴えてまいりました。 

 介護支援ボランティア制度は介護保険の第１号被保険者、65 歳以上加入者ならだれでも、

近隣で受け入れ登録済みの介護施設や介護事業所においてボランティア活動を行っていた

だき、活動実績に応じポイントを積み上げ、年間蓄積合計ポイント、１ポイント１円の現金

換算や寄附が可能となり、結果的に介護保険料が軽減される喜びがあります。 

 第５期計画において、施設不足など深刻な課題のさらなる解消に向けた施策が検討され

ることは不可欠ですので、今後も力強く推進していただきたいと思います。一方、本市で要

支援状態未満のお元気な高齢者は、先ほどの答弁のとおり、全体の約８割と非常に多く、老

後を住みなれた地域でいつまでもお元気に過ごすことは大変重要であります。しかしなが

ら、この方々は介護保険を実質利用されておりません。保険料が高いとの声は、主にこれら

お元気な方々です。いつでもどこでもだれでも使える健康保険制度と、元気なうちは使いた

くても使えない介護保険制度。保険料に対する評価の違いは、この点に集約されると思いま

す。 

 １回目の答弁では、次期計画では基準額を超える保険料はさらに上がる見込みでありま

す。それでは、現在、国において厚生労働省で介護保険制度改正についての議論が行われて

おりますが、特に保険料、利用料について、おおむねどのような事項について議論がなされ



ているのか、お答えください。 

 年金から保険料を徴収される高齢者の皆さんの立場に立てば、高額な保険料と、皮肉にも

お元気であるがゆえに利用できない不公平感を何とかしてほしいとの気持ちは察するに余

りあります。介護保険などの社会保障制度は国が法律に基づき設計し、市町村は運用を任さ

れており、与えられた数少ない権限や情報の範疇で御努力いただいているのが現状です。よ

く理解もできます。しかし、保険料だけの問題でもございません。 

 政令市でいち早く介護支援ボランティア制度、ヨコハマいきいきポイントを実施する横

浜市では、平成 21 年に制度導入後、登録者も順調に推移し、平成 23 年 10 月末時点で既に

約 5,500 名の市民がボランティア登録、その様子は、横浜市介護保険課が定期刊行する「ハ

マいき通信」で詳しく紹介され、ボランティア活動のモチベーションアップにつながってお

ります。 

 横浜市では、自分たちの御努力が結果的に保険料軽減につながるのなら実施すべきと、制

度を導入し、たびたび壁にぶち当たりながらも試行錯誤を繰り返し、根気強く事業推進して

おられます。 

 当の高齢者は、ボランティア仲間の近況把握や、人に頼られることが何よりうれしいと、

また、介護施設は日ごろから地域との関係が強化できるなど、お互いに喜びの輪も大きく広

がっております。 

 さらに、登録者への特典として、全員もしくは抽せんで、横浜ベイスターズ、横浜マリノ

ス、横浜ＦＣの観戦チケットや動物園の入場券、ビール１ケースや生活必需品、医薬品など、

スポンサーの御好意によるインセンティブまでつき、大変盛り上がってまいりました。 

 導入時には、ボランティア活動に対価を付与することへの異論も大変多くあったそうで

す。しかし、その是非は、今やコミュニティビジネスやＮＰＯの伸長が如実に物語っており

ます。 

 介護支援ボランティア制度を実施する場合、介護保険制度上どういう事業の位置づけな

のか、及び財源についてもお示しください。 

 今後、ますます少子・高齢化が進展する日本で、高齢者の社会参加の推進や地域コミュニ

ティ形成への参画は、地域社会と高齢者御自身にとりまして極めて重要であります。近隣や

社会に尽くすことが心身の健康と豊かな社会を形成する、その意味において、大変意義のあ

る事業であります。何より本市においても、同様の事業実施を求める市民の声、参加してみ

たいとの声も非常に多いことを申し添えておきます。 

 そうであるのなら、福岡市として市民に保険料の値上げをお願いする前に、市民からのニ

ーズにもぜひこたえていただきたいものです。本市において、介護支援ボランティア制度の

創設を改めて求めます。明快な御答弁をお願いします。 

 以上で２回目を終わります。 

◯副議長（大石修二） 松本港湾局長。 

◯港湾局長（松本友行） アイランドシティについてお答えいたします。 



 事業用定期借地の需要についてのお尋ねでございますが、現在の厳しい社会経済情勢の

中、企業は事業の採算性を厳しく追求する傾向にあります。事業用定期借地につきましては、

このような中で、初期投資の負担軽減等の観点から活用されておりますが、これまでの企業

誘致活動を通じて、アイランドシティにおきましても事業用定期借地へのニーズがあるも

のと認識いたしております。 

 次に、収支計画の現況についてでございますが、平成 19 年度までは事業計画に沿った形

で着実に分譲が進んでまいりましたが、とりわけリーマンショック以降、景気低迷が続く中、

土地分譲は非常に厳しい状況にあり、収支につきましても決して楽観できないものと認識

いたしております。 

 定期借地方式につきましては、一定期間を借地として借地料を収入し、借地期間終了後に

分譲するという前提で考えた場合、分譲した場合と比べまして、短期的な収益は減少するこ

とになりますが、借地期間中の起債償還については、港湾整備事業特別会計の基金や起債の

借りかえなどにより、必要な資金手当てを行うものであり、一般会計から繰り入れを行うも

のではございません。 

 次に、アイランドシティの魅力向上につきましては、公共先導によるまちづくりとともに、

交通利便性の向上が喫緊の課題であると考えておりまして、現在、バス営業所の立地協議等

によるバスの増便を目指しているところでございます。 

 また、公共施設の立地につきましては、提言におきまして、新たな魅力向上につながる施

設として、環境・エネルギー、健康・スポーツ・文化関連の核となる公共施設や、メディア・

デジタルコンテンツなどの国際情報受発信、政策、流通機能を持った新しい核となる施設が

提案されております。市内の大規模な公共施設で更新、建てかえの時期を迎えているものも

ございますので、公共施設につきましては関係局間で連携を図るとともに、アイランドシテ

ィの魅力向上や企業誘致への効果を勘案しつつ、検討してまいります。 

 今後、議会の御意見を踏まえながら、立地促進策とあわせまして、まちの魅力を向上させ

る施策について検討し、可能なものにつきましては来年度予算に反映させていきたいと考

えております。 

 次に、野鳥公園の整備につきましては、平成 18 年５月に学識経験者や市民等で構成する

野鳥公園基本構想検討委員会より提言いただきました福岡市野鳥公園基本構想におきまし

て、豊かな自然を有するエコパークゾーンとの一体的な整備が不可欠であると掲げられて

おり、これを踏まえまして、現在、アマモ場づくりなどのエコパークゾーンの環境の質を高

める施策に取り組んでいるところでございます。 

 議員の御指摘のとおり、野鳥公園の整備内容の検討を進めるに当たりましては、専門家や

地元住民など幅広く情報や御意見を伺い、一緒に考えていくことは、野鳥公園をよりよいも

のとするために必要であるというふうに考えております。これまでも野鳥公園の早期整備

については重ねて御指摘をいただいておりまして、今回の提言も踏まえまして今後の対応

について検討してまいります。以上でございます。 



◯副議長（大石修二） 中島経済振興局長。 

◯経済振興局長（中島淳一郎） アイランドシティの企業立地に係るインセンティブにつき

ましては、未来フォーラムの提言を受け、全市的な企業立地の促進の観点から、企業立地促

進交付金の拡充について検討しているところでございます。 

 また、本社機能の誘致につきましても、雇用や地場企業のビジネスチャンスの創出、税収

面などの効果が高いことから、あわせて検討しているところでございます。以上でございま

す。 

◯副議長（大石修二） 野見山財政局長。 

◯財政局長（野見山 勤） 固定資産税などの税負担の軽減措置についてでございますが、

これは条例により、地方税法で定める範囲内で設定することが可能でございまして、企業の

誘致に際して考えられるインセンティブの一つであるというふうに考えております。 

 今後、課税の公平性の確保という税制の大原則がございますので、これを踏まえつつ、税

負担の軽減措置を実施する必要性、あるいは他の産業施策との整合性、実施効果、また本市

の財政状況、こういったものを総合的な観点から検討してまいりたいというふうに考えて

おります。以上でございます。 

◯副議長（大石修二） 貞刈総務企画局長。 

◯総務企画局長（貞刈厚仁） 総合特区についてのお尋ねでございますが、国際戦略総合特

区は今回初めて福岡県、北九州市と共同して、グリーンアジア国際戦略総合特区として９月

30 日に申請いたしました。この国際戦略総合特区は全国でも５カ所程度の指定が見込まれ

ており、初年度はさらに絞り込んで指定されることとなっております。現在、政府が公表し

ている２次評価では、11 地域中第２位の評価となっておりますが、12 月中とされる指定に

向けて、福岡県、北九州市とともに、市長を先頭に精力的に要請活動を行っているところで

あります。 

 次に、総合特区事業の認定に伴うメリットでございます。 

 特区認定されますと、例えばスマートハウスプロジェクトやＣＯ２ゼロ街区整備などの

アイランドシティ内での事業のほか、ＲＯＲＯ船を活用した東アジアとの国際海上物流網

と、その拠点整備などにおいて、規制の特例措置、各省庁からの補助金や総合特区推進調整

費での財政支援措置、総合特区事業を行う法人への減税措置などが実施され、福岡市経済の

一層の振興に貢献するものと期待しております。以上でございます。 

◯副議長（大石修二） 井崎保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（井崎 進） まず、御答弁申し上げます前に、先ほどの御質問の中で、過

去４期分の保険料の推移のところで、第１期が平成 12 年度からと申し上げるべきところを、

13 年からと間違えて御答弁いたしました。申しわけございません。訂正させていただきま

す。 

 それでは、介護保険制度について御答弁いたします。 

 まず、国における介護保険制度の改正に係る議論といたしましては、保険料につきまして



は、第１号被保険者保険料の低所得者の軽減強化や、第２号被保険者の年齢の引き下げ、第

２号被保険者保険料を収入に応じて決める総報酬割の導入などが議論されております。 

 また、利用料につきましては、年金収入約 320 万円以上の人のサービス利用に係る自己

負担割合を２割にアップする案や、特別養護老人ホームの多床室の室料導入などが議論さ

れております。 

 次に、介護ボランティア制度についてでございますが、国において介護保険制度における

地域支援事業として位置づけられております。また、その財源につきましては、公費と保険

料で構成される介護保険財政により賄われるものとなってございます。 

 次に、介護支援ボランティア制度の創設とのおただしについてでございます。 

 介護支援ボランティア制度につきましては、高齢者が介護施設等で行うボランティア活

動の実績を評価してポイントを付与し、蓄積したポイントを換金することができる制度で

ございまして、全国的には約 50 の自治体で実施されており、政令市におきましても３都市

で実施されているところでございます。 

 本制度につきましては、高齢者の社会参加を支援し、介護予防を推進するとともに、結果

的に介護保険料負担感の軽減にもつながることから、実施に向けて検討してまいりたいと

考えております。以上でございます。 

◯副議長（大石修二） 松野隆議員。 

◯18 番（松野 隆） アイランドシティについてであります。 

 話題は少し変わりますが、長崎県佐世保市のハウステンボスが、ことしの９月の通期決算

において、開業以来初の単年度黒字を達成しました。廃業の危機から一転、純利 19 億円を

確保するとともに、守られた雇用は周辺企業も合わせ 2,000 人規模と言われております。さ

らに、来年１月に就航予定の上海航路で東アジアからの集客の増加を目指しており、澤田社

長は佐世保市からの再生支援交付金について、増収が順調に続けば予定を早めて返上した

いとも表明されました。今後の推移にもよりますが、今、ハウステンボスは佐世保市の宝と

言われております。国内が大変厳しいさなかに、明るい話題であることは間違いありません。

地場産業の活性化を図る各自治体にとりましても、示唆に富んだ話題であると思います。 

 さて、提言に沿ってるるお聞きしてまいりました。提言書は高島市長に提出されたばかり

であり、何をどのような手法で具体化するかは、まさに今後の検討いかんだというのは理解

できます。ハウステンボス同様、アイランドシティ整備事業は本市の将来をかけた事業であ

り、宝としなければなりません。新規企業立地は税収と雇用を生み、港湾事業の進展はアジ

アと日本を結ぶ結節地として、本市の機能や集客をさらに高めます。アジアの中の福岡のポ

ジショニングを確かなものにするために、本市のエンジンとして、アイランドシティのより

一層の機能性の向上を、今回の提言は求めております。 

 そのためにも、今後さらなる戦略の趣旨や、選択と集中による事業手法について、市民へ

のきめ細かな説明と理解が求められるとともに、提言にある積極的な一般会計の活用につ

いても、今後、一定の上限を定めるなどのルール化のもとで、魅力あふれるまちづくりも必



要だと考えております。 

 体育館建設などマスコミ報道が先行しておりますが、この点につきましても高島市長の

お考えとアイランドシティ整備事業への決意をお聞きし、この質問を終わります。 

 最後に、介護保険についてであります。 

 ただいま保健福祉局長から、実施に向けて検討すると力強い御答弁をいただきました。大

変うれしく思いますし、何とぞよろしくお願い申し上げます。申すまでもなく、自助、共助、

公助の総合力による高齢社会への対応は大変重要ですので、横浜市の例にありましたよう

に、民間企業と連携しながら、同制度のムードづくりにも配慮していただくよう要望してお

きます。 

 超高齢社会に対応した環境整備は、焦眉の急であります。ソフト、ハード両面において課

題は山ほどあり、日本がこれからいかに世界が経験していない試練を乗り越えるのか、世界

じゅうが注目しているのだと思います。特に社会保障について、高齢者の負担と、負担に付

随する先々の生活不安は増すばかりです。だからこそ、高齢者の皆さんに喜んでいただける

施策や、高齢者自身が社会参加可能な環境がどれほど重要であるかと感じます。現役時代に

まじめに働き続け、人生の総仕上げのときに、不安だらけの世の中には絶対にしたくありま

せん。そうでなければ、後に続く世代は介護保険料も年金保険料もまじめに払う気にはなれ

ません。高齢者の皆さんが夢と希望を持って、老後の生活を送れる環境をつくること、福岡

市が高齢者の皆さんの安心のために、こんなことに取り組んでいますと情報提供すること

が、今ほど求められる時代はありません。 

 最後に、介護支援ボランティア制度を含め、次期高齢者保健福祉計画について高島市長の

御所見を伺い、私の質問を終わります。御清聴ありがとうございました。 

◯副議長（大石修二） 高島市長。 

◯市長（高島宗一郎） アイランドシティ整備事業でございますけれども、まさに日本海側

拠点港湾に選定されました、この博多港の港湾機能の充実や強化、これをまさに推進する場

として、そしてまた先進的なまちづくりを実現する場として、福岡市にとっては大変重要な

事業でございます。このためにも、福岡市では国の国際戦略総合特区の指定を申請しますな

ど、国の制度を最大限活用しますとともに、アイランドシティを福岡市全体の好循環を先導

する役割として位置づけまして、福岡市の将来の雇用と税収、これを確実に確保していきた

いと考えております。 

 フォーラムからの提言を受けまして、福岡市としましては、全市的な企業立地の推進の観

点から、企業立地促進交付金の拡充を行うことや、アイランドシティの土地活用の促進の観

点から、事業用定期借地制度の本格導入を行うことについて、検討を進めてまいりたいと考

えております。 

 また、アイランドシティは広さにして、博多駅から大体天神、赤坂まですっぽり入るぐら

い、非常に広い範囲がございます。そういった意味からも、公共先導によるまちづくりを進

めることが必要と考えております。 



 なお、その公共施設につきましては、松野議員御指摘の体育館も含めまして、市内の大規

模な施設で更新や建てかえの時期を迎えているものもございますので、議会の御意見も伺

いながら、アイランドシティにふさわしい施設の整備について検討していきたいと考えて

おります。今後とも、市民の代表である議会の御理解をいただきながら、具体的な施策を決

定して、事業を着実に推進していきたいというふうに考えております。 

 それから、次期福岡市高齢者保健福祉計画についてでございますが、現在、福岡市保健福

祉審議会で御議論をまさにいただいているところでございますが、今後、本格的な高齢化社

会を迎えることに当たって、現在の計画の基本理念と取り組みの方向性を継承しつつ、高齢

者が要介護状態になっても、可能な限り住みなれた地域において継続して生活ができるよ

うに、介護、そして医療、予防、生活支援、住まい、こうした５つのサービスを一体的に提

供していくという、地域包括ケアの考え方に基づいて、福岡型の地域包括ケアシステムの構

築に取り組んでいきたいと考えております。 

 それから、松野議員御指摘の介護支援ボランティア制度についてでございますけれども、

元気な高齢の方の社会参加、それから、御自身の健康増進、そして介護予防に寄与するとと

もに、相互に助け合い、そして支え合う地域づくりにもまさにつながるものだというふうに

私も考えております。 

 今後とも、みんなに優しいユニバーサルシティ福岡の理念のもと、高齢者の方が安心して、

夢と希望を持って暮らすことができるように、高齢者に優しいまちづくりを進めていきた

いと考えております。以上です。 

 


